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 標記につきまして、（１）で強制排気式半密閉型ガス給湯器を取り巻く状況を、（２）で意見

に対する当省の対策を御報告いたします。 

 

（１）強制排気式半密閉型ガス給湯器を取り巻く状況 

 １）出荷台数 

ガス温水機器（給湯器、ふろがま、暖房機等）の平成２７年の出荷台数は合計約３１８万台

であり、そのうち、強制排気式半密閉型ガス給湯器は約８.６万台（平成２７年出荷台数合計

の約２.７％）となります。現在は主に既築住宅の取替え用として出荷されており、今後の出

荷比率は更に小さくなると予想されます。 

（出典：一般社団法人日本ガス石油機器工業会調べ） 

２）不正改造による一酸化炭素中毒事故の状況 

   平成１７年１１月２８日に発生した事故以来、強制排気式半密閉型ガス給湯器を含め、ガ

ス温水機器の不正改造による一酸化炭素中毒事故の報告はございません。 

 ３）技術基準の状況 

パロマ工業株式会社製の強制排気式半密閉型ガス給湯器による一連の事故を受けた対策と

して、平成１９年に液化石油ガス器具等の技術上の基準等に関する省令（昭和４３年通商産

業省令第２３号）及びガス用品の技術上の基準等に関する省令（昭和４６年通商産業省令第

２７号）を改正し、強制排気式半密閉型ガス給湯器において、①安全装置の不正改造防止の

措置、②不完全燃焼防止装置の設置、③安全装置が機能しなかった際にガスの通路を遮断す

る設計、④正常に排気が行われない際にガスの通路を遮断する設計の義務付けを行いました。

これ以降、本規定に基づき当該機器は製造されています。 

 



（２）意見に対する当省の対応について 

  消費者安全調査委員会からの意見を踏まえ、経済産業省は、平成２６年１月２７日、一般社

団法人日本ガス石油機器工業会（以下、「工業会」という。）に対し、強制排気式半密閉型ガ

ス瞬間湯沸器の安全対策への取組として、所要の対策を講じるよう要請を行いました。工業会

は事故当時から本件についての対応を実施しておりましたところ、平成２７年１月５日付で工

業会から対策についての報告を受けました。下記は当該報告に加え、工業会から今般、追加情

報を得て作成した対応状況となります。 

１）現場で作業を行う者への改造禁止の周知 

  ① 強制排気式半密閉型ガス瞬間湯沸器については、工業会の会員会社が作成する全てのサ

ービスマニュアル等に「重大製品事故に至るおそれがあるため改造を禁止する」旨を記載

済みとなっております（別紙１参照）。また、工業会規格JGKAS C802「ガス石油機器の安

全確保のための表示実施要領」に同事項を規定し（別紙２参照）、他のガス温水機器につ

いても記載済みとなっております。 

② 強制排気式半密閉型ガス瞬間湯沸器については、工業会の会員会社が製造する全ての機

器本体に「改造・分解禁止」を表示済みとなっております（別紙３参照）。また、工業会

規格JGKAS A803「家庭用ガス燃焼機器の本体表示実施要領」に同事項を規定し（別紙４

参照）、他のガス温水機器についても表示済みとなっております。 

２）改造等によって重大事故が発生する可能性がある場合等について、現場作業者への周知 

パロマ工業株式会社製の強制排気式半密閉型ガス給湯器によるものも含め、過去に発生した

ガス温水機器の主な重大事故については、工業会の会員会社による研修等において現場作業

者への周知を行っております。 

平成１７年１１月２８日に発生した事故以来、改造等によって消費者の生命を脅かす重大な

結果が引き起こされたり、その可能性が生じるような事態は生じておりませんが、万一、そ

れらが生じた場合には、工業会及び会員会社から公表するとともに、会員会社による研修等

を通じて現場作業者への周知を行います。 

３）サービス事業者が現場における対策の判断が付かない場合の製造事業者への確認ルート 

強制排気式半密閉型ガス瞬間湯沸器については、工業会の会員会社による修理作業員の講習

の時の資料及びサービスマニュアル等に問い合わせ先を記載しており、他のガス温水機器につ

いて同様の対応を実施しております。 
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